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概念である完全予見均衡 (PerfectForesight Equilibrium， Aghion and Howitt; 1998， pp.63-64)のう
ちの lつなのであるが，その安定性については十分な検討がなされていない。
第 2に，このモデルでは経済成長の原動力として，生産物市場 (productmarket) における R&D
企業の独占的レントを据えている。したがって，中間生産物市場の競争化 (ProductMarket 
Competition， PMC) によってレントが減ずると， R&D活動が減退して経済成長率が低下するも




この第 2の問題点に対するシュンベータリアンからの主な回答には， (Aghion and Howitt; 1996， 
1998) にみられるように，基本モデルで中間生産物を多数に拡張したうえで，次の 3つの説明方法




ヴェーション(innovation) の機造を中間財の研究・開発 (R&D) と製造 (P) との 2つに分け
ているのに対して，イノヴェーションの構造を中間財のR (研究)， D (開発)，そして P (製造)




ところで， Aghion and Howitt (1992， 1998) においては， R&D部門が競争的 (competitive) と










l方法①については (Aghionand Howitt; 1998， pp. 208-215)，方訟②については (Aghionand Howitt; 1998， pp. 216-220)，方






3方法③の説明は，次のようなものである。 PMCによって各 vintageの中間財の代替性が高まると， D部門内において，各
vmtageの中間財から最も新しい vmtageの中間財へと放出される開発労働者が士官加する。いっぽう，最新の vmtageの中間財









具体的には，まず Aghionand Howitt (1998)で提示されている完全予見均衡 (PerfectF oresight 







数が Cobb-Douglas型であり)， R&D部門が独占的であれば， P FEの意味で局所安定的な定常成
長経路においては，中間生産物市場の競争化 (PMC)が経済成長を促進する。
本論の構成は次のとおりである。第2節では，基本的な 1中間財のシュンベータリアン・モデル
における定常成長経路の局所安定性について， P FEの概念を用いて分析する。第3節では，第 2
節の基本モデルのR&D部門に独占を導入したモデルを定式化して，定常成長経路がPFEの意味
で局所安定的になるための条件を導出する。基本モデルの R&D部門に独占を導入するためには，
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R&D企業(イノヴェーター， innovator)は，実質賃金 W，および、資産市場 (stock-market)で決
定されるイノウふエーションに対する patentの市場価値Vを与件として，期待利潤を最大化するよう
に， R&Dに投入される労働量刀を決定する。 R&D部門は競争的であるから，外部 (outside)の
イノヴPエーターがR&Dを行う。従ってイノウゃエーションの収益はVとなり，企業の最適化行動は，
Max ).砂 (n，)""+1 -w， n， 
となる。ただし，添え字Iはイノヴ、エーションの番数を表す。 R&D部門におけるイノヴェーショ
ンの成否はポワソン過程に従い，その timearrival rateは d砂(・)とされる七砂(・)は，
Aghion and Howitt (1992， 1998) に従い，手IJi間最大化の 2階の条件より，
。ぃ)=0， 1jJ'>0， O"壬o (A) 
をみたす。 n，は1+1番目のイノヴェーションのために R&Dへ投入される人的資本の量， V'+Iは
1 + 1番目のイノヴェーションに対する patentの価値， W，はt番目の技術水準の下での実質賃金を
示す。企業の最適化行動により，裁定条件式 (arbitrageequation)は，次のようになる。
αt 
万広)-Y U (2) 
ただし， ωJ三 w/A " V ，+1= V'+I /A ，+1である。







4 Aghion and Howitt (1992)におけるオリジナル・モデルでは，ゼロ・プロフィット条件との整合性を保つために.リサーチの

















と表される。 (5) から中間財のマーク・アップ率は(1-0:)/αとなり， αが小さいほど中間生産物
の市場が独占的であると言える。
以上のもとで，基本的なシュンベータリアン・モデルのPFEは，次の 3式からなる。




L = nl +Xいr) (E3) 
ここで (El)は (2) の裁定条件式 (arbitrageequation)， (E2) は， (3)で与えられる資産市場の均
衡条件式， (E3) は労働市場の均衡条件式である九ただし yはイノヴェーションの大きさ(サイ
ズ)であり 1より大きい。 πは技術水準 AIで除したイノヴエーションのレント ， Lは人的資本
の賦存量である。 (El) ~一 (E3) から， v" n t， ωfの経路が決定される。
さて， (E2) を (El) に代入して得られる式に， (E3) を ωfについて解いたものを代入すると，
n 1のみについての l階差分方程式を得る。




lの列 {no， nl， n2・・・}は，完全予見均衡 (PerfectForesight Equilibrium， 
6ワルラス法目!Jにより，最終財の市場均衡については考慮する必要がない。また，中間財市場における均衡取引量 zおよび均
衡価格 p，(=叫 /a)は， (EI)~ (E3)から実質的に決定される。
-87一
P F E) と呼ばれる7。
さて， (6) をもちいて，このモデルの定常成長経路の局所的な安定性を検討しよう。そのために
は，dn 1+1/ dn 1の絶対値が定常均衡の近傍で lよりも小さくなるかどうかを調べればよい九
(E3)から ωn=ー I々 ωとなることに注意すると， (6) より，
|ーム-Lid-(-出土jXJj/ ~(ø)2 r"[ -/1 r+λゆ (r+λ。)2f
が得られる。さらに (El) ~ (日)から得られる定常均衡の条件，そして (4)，(5) に注意する
と，定常均衡の近傍における dn[+1/ dn 1が次のように得られる9。
ただし nはn[の定常値，
1+1:L-n 1 1+1:-ー←ー
an[+1 n 1-α 







lα Y (1ー α)2
1 _ (トaXI-2α)
(8) 
y α  
(8 )から定常成長経路が局所安定的になるためには， αがあるていど大きくなければならないと
いうことが言える。








7 PFEについては， (Aghion and Howitt; 1998， pp. 63 -64)を参照されたい。
8 このような I階非線型差分方程式の局所安定条件については. (Blanchard and Fischer ; 1989， pp.96 -97)，および (Romer;
1996， pp. 78 -79) における，世代重複モデルの局所安定性に関する分析例を参照されたい。











ウ守エーションに対する patentの価値の決定を考察する。さらに Aghionand Howitt (1998)に依拠し
てPFEを定式化して，定常成長経路の局所安定条件を導出する。
3 -1 .イノウeエーターの意思決定について






ただし，添え字fはイノヴェーションの番数を表す。 R&Dの技術 iゅは，第2節の仮定 (A;利




ω，-材'(n，)(r t" +I-t'，) (10) 
となる。ただし， ωf三 W，IAぃ v，= V;/A ，である。
3 -2. Patentの市場価値の決定について
ここでは，資産市場における t番目のイノヴェーションに対する patentの価値只の決定につい
lOリプレイスメント効果(ReplacementE仔ect)については.(Aghion and Howitt ; 1998， p.56)を参照されたい。また，アロー効果




ヴェーションによる patent の価値の増分は ~+I -~で表され，資産市場の均衡条件式 (asset
equation)は，
r円=A/ Jr (ω/)+ Ao (1/ )(んI-V/) (11) 
となる 1。ただし， π(・)は，第 2節の (4)および (5)で表されるレント，その他の記号は第
2節に準ずる。
R&Dの雇用量nと実質賃金 ωを与件として(11)を解くことにより， ~を求めることができ
るが， ~の一般的な解を扱うのは難しい 12。そこで以下では，中間賠の生産性で調整された patent
の価値が，イノヴェーションのすべての番数について等しくなっているような資産市場の均衡を考
えることにしよう。このとき， (1 1) で ~+I を y V/とおくことができ， ~は他の番数のイノ
ヴエーションから独立に決定される。後に見るように定常成長経路においては， patentの価値が中
間財の生産性と同率で成長するので，このような設定はリーズナブルと言えよう。
以上の議論から，合理的な pa附 の 価 値vA=κ/A /)は次のようになる。
V，= Jr(ω/ ) 
一-/ r -Ao (n 1)( y-1) 
( 12) 
各記号は第 2節に準ずる。 ω/.n/がI番目の技術の下での実質賃金， R&Dの雇用量を示すことか








3 -3. Perfect Foresight Equilibrium (P F E) 
このモデルにおける PFEは，第2節の基本モデルと同じ記号により，つぎのように描くことが
日ここでは. 1+1番目の技術革新が生じないかぎり. patentの価値は変化しないものと想定されている。 Aghionand Howitt 
(19ヲ8)p.206を参照されたい。






式ア1=Y V1+1 (E4) 
~!.， 1= _7r(ω1+1 ) 
1+1-r -J.o(n川 Xy-1) (E5) 
L=nl+x{的)
(E6) 
ただし，添え字のIはイノヴェーションの番数を示し，x (・)は (5) で表される中間財の製造
業者による労働需要である。 (E4) は(10) の裁定条件式であり， (E5) は(12) で与えられる資
産市場の均衡条件式， (E6) は労働市場の均衡条件式である。 (E4) ~ (E6) から V1， nぃ
ωfの経路が決定される。 (E4) ~ (E6) はそれぞれ，第2節の (El) ~ (E3) に対応するもので
ある 13。
(E5) を (E4) に代入して得られる式へ， (E6) をωIについて解いたものを代入することによ
り，次を得る。
ω(nl) ， π{ω (nl)} yπ{ω (nl+1 )}川、
万町T r-Ao(nl)(y-I) -r-Ao(nl+1)(y-I) い J)
(13) はnlのみについてのl階の差分方程式である。 (13) をみたす nlの列 {nO' n 1 ' n2...}が，
この場合のPFEである。
3 -4.定常成長経路と局所安定性





















































という連立方程式により決定される。ただし， π(・)および、;r(・)は，第 2節の (4) および、
(5) より，次のように書ける。
13最終財および中間財市場については，注6を参照されたい。なお， PFEの定式化としては，ここで論じた以外にも次のよう
なものがある。すなわち，資産市場の均衡条件式(11)はそのままにして. R&D企業の最適化行動について，企業が V，.， を






x=( ~ )'"-1 (5') 
経済の期待成長率gは，第 2節の生産関数 (1) より，次のようになる。
g = ，{o(η)( yー 1) 





θ ，{ 7r(v/ x <v ，{2 (yー1)o'7r
=-r双司+{r材(y_1)}2 

























次に， R&D部門が独占的な場合について見ょう。このとき f番目のイノヴェーターと t+l番目
のイノヴェーターは同一である。そこで(13) および(17) に着目すると， t + 1番呂の技術のも
とでの雇用量n1+1の培加は t番目の技術のもとでの雇用量nlを鳩加させることが分かる。とい
うのも，将来のイノヴェーションが活発化して n1+1が増加することは， (E5) に見るように，イノ
ヴェーターの期待成長率の上昇を意味し，将来のイノヴェーションの価値を上昇させ，現在のR&















場合には，外部のイノヴェーターが技術革新を行うから ， t + 1番目の技術開発への参入以前にイ
ノヴェーターの保有する patentの市場価値はゼロであり，これは中間生産物市場の競争化によって


















































範囲で定常成長経路が存在するための条件を導出する。第 3節 (4')を(15) に代入して得られ
る式に(14)，(5' )を αJについて解いたものを代入すると，次を得る。
2/， ¥0--1 C} A (y-l)[ I二竺J{L-n)a。2(L -n)ヶ 1 ~ "¥' '/~ a:j n ，a官、。'(1) r -A仲)(y-l) ー υ いリ
(Al) の左辺を F(n)とおくと，定常成長経路は F(n)=0をみたすnによって与えられる。
で， J，および fを次のように定義する。
d ゆ，(0見>1
=ヌZ了一 1， A. =疋Uご1) (A2) 
dの範囲については，本文第 1節における ψの仮定 (A) により従う。さらに， y= Ao(η)(yー 1)を
みたす nをNとおく。以下， 3つの場合に分けて，区間(O，L)における nの存在条件を求める。











となる。ゆえに F(O)> 0であれば中間値の定理により， 0 < nく Nく Lをみたすnが少なくとも l
つ存在する。条件は (Al)から，
上式をみたす αの範囲は， (A2) より次のようになる。
i. L>N，すなわち λ>λ 市のとき
1>α〉」-
1+15 










1im F(n)= lim a2(L-n)刊 1 一一ι ↓
n→N 17→N~ \~ "1 lo'(n) グ(n)I 
(A3) より，次の 3つの場合に分けて考える。
(A3) 
① 1> a> 1/2のときは3)より n→ LコF(n)→∞。ゆえに F(O)く Oであれば，O<n<Lをみ
たすnが少なくとも 1つ存在する。条件は，
上式をみたす αの範囲は (A2) より，







② 112>α>0のときは3)より n→LコF(n)→∞。したがって，F(O)く Oであればよい。条件
は，






③ α= 112のとき (Al) に αの値を代入し， ぷ=;{*を考慮すれば，
ゆい)=O(L)+グ(n)(L-n)
をみたす nが定常解である。ゅの仮定 (A) より，上式は， O" = 0とき (A2より 0=1のとき)の
みに成立し，このとき nは不定となる。
以上の考察から Oく nく Lの範囲で定常成長経路が存在するための条件をまとめると次のように
なる。
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